(案)

令和６年度

バイオ関連産業振興支援事業委託業務
企画提案応募申請書類等様式
· 応募申請書････････････････････････････････････････【様式１】
· 企画提案書････････････････････････････････････････【様式２】

· 法人概要書････････････････････････････････････････【様式３】
· 積算書････････････････････････････････････････････【様式４】

· 事業計画･･････････････････････････････････････････【様式５】

· 執行体制･･････････････････････････････････････････【様式６】

· 実績書････････････････････････････････････････････【様式７】

· 誓約書････････････････････････････････････････････【様式８】

· 質問書････････････････････････････････････････････【様式９】

· 申出書････････････････････････････････････････････【様式10】

	受付番号
	


【様式１】
令和６年度　バイオ関連産業振興支援事業委託業務
企 画 提 案 応 募 申 請 書

みだしのことについて、応募します。

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

提出者　法 人 名（※）
        住　　所

商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　

連絡担当者

所属・職・氏名
電話番号

ＦＡＸ
Ｅ-ｍａｉｌ
（※）企業共同体の場合は代表法人名を記載してください。
	【共同企業体構成企業】（※共同企業体の場合のみ記入）



	受付番号
	


【様式２】
令和６年度　バイオ関連産業振興支援事業委託業務
企　画　提　案　書

	１．提案名
（提案内容をイメージする名称等）
	

	２．基本方針（本事業を実施するにあたっての基本方針）

※本県バイオ産業に関する現状及び課題認識について記載したうえで、本事業を実施するにあたっての基本方針を記載してください。
　
３．提案内容　
※「企画提案仕様書」６. 委託業務内容に沿って、実施内容、実施方法、実施体制等を具体的に提案してください。
（１）バイオコミュニティの活動
(1) バイオ関連ネットワークの連携体制強化
※県内外のネットワーク構築について、新規連携先を提案してください。
(2) 情報発信とマッチング支援
※参加・開催するイベント等について提案してください。
(3) 人材確保のための支援
※理系学生の研修・インターンシップ等の方法、バイオ関連企業の人材採用の支援方法等
(4) 課題の見える化
(5) 分科会の開催
※分科会の構成等について提案してください。
(6) アドバイザーの活用
※企業からの相談件数増加に係る取り組みについて提案してください。
(7) 「沖縄バイオコミュニティ」における活動報告書の作成
(8) ワンストップ窓口の運営
(9) ホームページの運営
（２）県内バイオ関連企業等への経営支援の実施
(1) 県内バイオ関連企業等への経営支援の実施
※支援対象企業の選定方法、支援企業数、支援方法等について提案してください。
(2) 人材育成（経営ノウハウ等）の実施
※セミナー実施の際に想定されるテーマや参加者数について提案してください。
（３）その他

(1) データの共有・利活用の検討
※参画機関が有するデータベース等の利活用方法の検討方針等について提案してください。
(2) 定期的な進捗の報告
(3) 事後アンケート・ヒアリングの実施
※アンケート・ヒアリングの実施内容について提案してください。



【様式３】

法　人　概　要　書
	法　　人　　名
（代表者氏名）
	

	所在地（都市名）
	
	関 係 会 社
	

	設　立　年　月
	
	
	

	資　　本　　金
	
	
	

	社　　員　　数
	　　　　　　　　人
	研 究 員 数
	　計　　　　　　　　　人

	主要加盟団体
	

	法人の主要業務：  

	

	

	

	

	

	

	関連プロジェクトの応募状況：

	

	

	

	

	

	

	主要株主
	株　　主　　名
	持　株　割　合　（％）

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※共同企業体の場合は、構成企業ごとに本様式を作成してください。
※会社案内パンフレット等、応募者の概要がわかるものを添付してください。
【様式４】
積　算　書

令和　　年　　月　　日

沖縄県知事　殿

法 人 名

住　　所

商号又は名称

代表者名　　　　　　　　　　　  
事業名称：バイオ関連産業振興支援事業委託業務
上記事業の委託費について下記のとおり積算見積申し上げます。

積算見積金額　　　　　　　　　　　円（消費税含む）

内　訳（企画提案募集要項に従って作成すること。別紙可）
　
※令和６～９年度について年度毎に作成してください。
【様式５】
事　業　計　画
※委託業務の年間スケジュールを詳細に記入して下さい。
（委託契約日を４月１日と仮定して作成してください。）
※令和６～９年度について年度毎に作成してください。
【様式６】
執　行　体　制
※委託事業の執行体制・業務分担（担当者・専門資格等）を詳細に記入して下さい。
【様式７】
実  績  書

※（国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模を同じくする契約等の実績があれば記載してください。（令和３年度～令和６年度、内定を含む）
	法人名
	


         （単位：千円） 
	年度
	委託元
	委託金額
	事業名・事業内容

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※共同企業体の場合は、構成企業ごとに本様式を作成してください。
【様式８】
誓　約　書
沖縄県知事　殿
当団体は、下記１のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、意義は一切申し立てません。
　また、警察に対して照会することにも同意します。
１　契約から排除されるべき者
 (1)　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

 (2)　役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき

 (3)　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
 (4)　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
 (5)　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
令和○年○月○日
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名

代表者名(署名)　　　　　　　　　　　　　  
※共同企業体の場合は、構成企業ごとに本様式を作成してください。
【様式９】
質　　問　　書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ
	No
	仕様書の項目等
	質　　問　　内　　容

	
	
	

	
	
	


【様式10】
社会保険に加入義務がないことについての申出書
沖縄県知事　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ
社会保険等に加入義務がない理由は、下記のとおりです。
記
１　労働保険に加入義務のない理由（該当する理由の□に「レ」を記入するか黒塗りしてください）
· 従業員がいないため（個人で事業主のみの場合、または法人で取締役（使用人兼役員を除く）のみの事業所である場合、等）　【添付書類：損益計算書又は収支内訳書、源泉所得税領収書等】
· 出向者のみで構成され、出向元（商号又は名称：　　　　）で加入しているため
· その他（理由を枠内に記入してください）
※従業員を１人以上使用しているすべての事業所に加入義務があります。（詳細は、労災保険関係については、お近くの労働基準監督署、雇用保険関係や被保険者となるかのお問い合わせ等についてはお近くの公共職業安定所までご確認ください）
	【理由】
【労働基準監督署、公共職業安定所、労働局等に確認した場合は、以下にも記入してください】
令和　　年　　月　　日に関係機関「　　　　　　」に
上記理由により加入義務がないことを確認しました。


２　健康保険及び厚生年金保険に加入義務のない理由（該当する理由の□に「レ」を記入するか黒塗りしてください）
· 常時使用する従業員が５人未満の個人の事業
【添付書類：損益計算書又は収支内訳書、源泉所得税領収書等】　　　

· 出向者のみで構成され、出向元（商号又は名称：　　　　）で加入しているため
【添付書類：損益計算書又は収支内訳書、源泉所得税領収書等】　　　
· その他（理由を枠内に記入してください）
※　法人の事業所の場合、または個人の事業所で常時５人以上の従業員を使用している場合は加入義務があります。（詳細はお近くの年金事務所までご確認ください）
	【理由】
【年金事務所等に確認した場合は、以下にも記入してください】
　令和　　年　　月　　日に関係機関「　　　　　　」に
上記理由により加入義務がないことを確認しました。


· 加入義務がないことを証明する書類を併せて提出してください。
· 疑義が生じた場合、関係機関に問い合わせる場合があります。
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